
 

 

 

春秋会２０２６年度 第３回幹事会 

 

日時：６月１９日（金）正午～１３時 

場所：Zoomミーティング      

 

≪議事の内容（予定）≫ 

１ 「民法 750条を改正し、選択的夫婦別姓制度の導入を求める決議(案)」について 

（大阪弁護士会男女共同参画推進本部選択的夫婦別姓実現プロジェクトチーム  

座長 溝内有香先生） 

２ 次年度大阪弁護士会副会長立候補届出と候補者の意見を聞く会開催の件 

３ 新入会員の報告  

４ 会費免除承認の報告 

５ 大弁会務報告  

６ 各種委員会からの活動報告／選考、政策、広報、研修、親睦、若手会  

７ 各種行事の案内 

  ６月３０日１３時３０分～ 大阪弁護士会定期総会 

８ 執行部から春秋総会出席のお願い 

日程：９月総会 ９月２９日(火)、１２月総会（未定）、３月総会３月２５日(木) 

いずれも午後６時～ 

場所：大阪弁護士会館（予定） 
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民法７５０条を改正し、選択的夫婦別姓制度の導入を求める決議(案) 

 

現行民法７５０条は、「夫婦は、婚姻の際に定めるところに従い、夫又は妻の氏を称

する」と定め、婚姻する者に夫婦同姓を義務付けている。この規定により、毎年新たに

婚姻する約５０万組の夫婦のいずれか一方が、それまで使ってきた生来の姓を改め

ており、現実には、新たに婚姻する夫婦の約９４％において女性が改姓している。そ

のなかには、希望しないのに、様々な事情からやむなく改姓を受け入れる者、これに

より、自己のアイデンティティの喪失感を抱く者、社会生活上あるいは職業生活上の

様々な不便や不利益を被っている者もいる。また、改姓を回避するために事実婚を選

ばざるを得ない者も多数存在しており、婚姻を望む人々の選択肢が奪われている。 

 

このような婚姻による同姓の強制は、以下のとおり、日本国憲法に明確に違反する。 

第一に、憲法１３条に違反する点があげられる。婚姻は、人生を共にする配偶者を

選択し、共に幸福を追求しようとするものであり、「婚姻の自由」は憲法１３条により自

己決定権として保障されている。夫婦が同姓にならなければ婚姻できないとすること

は、この婚姻の自由を著しく制約する。さらに、氏名は個人の人格の象徴であり、「氏

名の変更を強制されない自由」も人格権の重要な一内容として保障される。民法７５０

条は、婚姻に際し姓を変更したくない人の意に反して改姓を強制している点で、この

ような人格権にも違反するものである。 

第二に、法の下の平等を定める憲法１４条にも違反する。同姓となるか別姓となる

かは個人の生き方や信条に関わる問題であり、別姓を希望する者が自らの信条に反

して同姓を選択しない限り法律婚の法的効果を享受できないことは、不合理な差別

的取扱いにあたる。 

第三に、個人の尊厳と両性の本質的平等を定めた憲法２４条にも違反する。男女と

もに、女性は男性の家に嫁ぐものだという日本における家父長的な家族観や固定的

な性別役割分担意識がいまだに無言の圧力として働き、事実上多くの女性から姓の

選択の機会を奪っている実態は、男女の実質的平等を阻害しており、同条に違反す

る。 

 

国際的には、日本が批准する女性差別撤廃条約は、夫及び妻が姓を選択する同

一の権利を確保することを求めており、市民的及び政治的権利に関する国際規約

（自由権規約）でも、各配偶者には婚姻前の姓の使用を保持する権利があるとされて

いる。こうして、国連女性差別撤廃委員会は、日本政府に対し、２００３年以降、４度に

わたり、女性が婚姻前の姓を保持できるよう法改正を求める是正勧告を行った。また

自由権規約委員会も、２０２２年１１月、民法７５０条が実際には女性に対し夫の姓を

選ぶことを強いているとして是正勧告を行っている。法律で夫婦同姓を義務付けてい

る国は、今や世界で日本のほかには見あたらない。 

 

国はこれまで、旧姓の通称使用を拡大することで不利益を緩和できるとしてきた。さ

らに現政権下においては旧姓の通称使用の法制化がされようとしている。しかしなが
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ら、旧姓の通称使用の法制化では、婚姻に伴う改姓を望まない人にとっては、婚姻後

生来の姓を堂々と名乗れない精神的苦痛は依然として解消されず、婚姻に伴う改姓

という人権侵害の抜本的な解決にはならない。また、実務上も金融機関での取引や

海外渡航時の本人確認などにおいて通称使用は厳しく制限されており、国際的な通

用力に問題がある。さらに、戸籍名との使い分けによる煩雑さや、同一性証明のため

にプライバシーの開示を強いられる負担も大きい。 

 

法務大臣の諮問機関である法制審議会が、選択的夫婦別姓制度を導入する「民

法の一部を改正する法律案要綱」を答申した１９９６年から、既に３０年が経過している。

最高裁判所は、２０１５年及び２０２１年の決定において民法７５０条を結論として合憲

としたが、これは制度の導入を否定したものではなく、制度の在り方は「国会で論ぜら

れ、判断されるべき事柄」であるとして、国会に真摯な議論を強く促したものである。に

もかかわらず、国会は長期にわたり人権侵害の状況を放置しており、これ以上の先延

ばしは許されない。 

 

住民に最も身近な地方議会でも、国に対して選択的夫婦別姓制度の導入を求め

る意見書が全国で５８０件以上採択された。さらに、日本経済団体連合会や経済同友

会といった経済団体からも、現行制度が女性の活躍を阻害し、ダブルネームによるビ

ジネス上の不利益をもたらすとして、早期実現を強く求める提言がなされている。日本

労働組合総連合会は、姓のあり方は、個人の尊厳や人権に関わる重要な問題と考え

て選択的夫婦別姓制度の実現に向けて取り組まれている。 

 

婚姻する夫婦に、別姓を選択することを認めれば、別姓を選択した夫婦において、

家族の一体感や絆が損なわれる、あるいは子どもがかわいそうなど、反対意見も存在

する。しかしながら、親子間を含む家族の絆は、互いの人格の尊重と十分なコミュニケ

ーションによって築かれるものであり、同一の姓を強要することで保たれるものでもな

いし、すでに日本以外のあらゆる国においても、制度が実現し、特に問題が指摘され

ることもなく、これが維持されている。それゆえ、これを理由に制度導入を先送りするこ

とは、もはや許されない。 

 

誰もが改姓するかどうかを自ら決定して婚姻できる選択肢を用意することは、多様

性が尊重される男女共同参画社会の実現に不可欠であり、私たちの社会に活力をも

たらすものである。 

 

よって、当会は国に対し、これ以上国民の人権侵害を放置することなく、民法７５０

条を速やかに改正し、選択的夫婦別姓制度を導入することを強く求める。 

   

以上のとおり、決議する。 

２０２６年（令和８年）  月  日 

大  阪  弁  護  士  会 
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提  案  理  由 

 

第１  はじめに 

我が国においては、民法７５０条が「夫婦は、婚姻の際に定めるところに従い、夫

又は妻の氏を称する」と定めて夫婦同姓を強制しており、夫婦別姓を選択することが

認められていない。そのため、婚姻をするにあたり改姓を望まない者は、婚姻するた

めに夫婦のいずれか一方が姓を変更するか、双方が姓を維持するために法律上の

婚姻を諦めるかの過酷な二者択一を迫られている。 

法務大臣の諮問機関である法制審議会が、選択的夫婦別姓制度を導入する「民

法の一部を改正する法律案要綱」を答申したのは１９９６年（平成８年）であるが、そ

れから既に３０年が経過している。この間、社会における多様性（ダイバーシティ）の

尊重や女性活躍推進の重要性が語られるようになったものの、現在に至るまで国会

による具体的な法改正はなされておらず、多くの希望者が不利益を被り続けている。 

当会は、これまでも全国の弁護士会とともに、夫婦同姓を強制する民法の規定が

憲法や国際人権条約に反することを指摘し、選択的夫婦別姓制度の早期実現を求

めてきたが、改めてその理由を詳述し、国に対し同制度の速やかな導入を強く求め

るものである。 

 

第２  民法第７５０条は憲法上の権利を侵害すること 

１  憲法１３条（人格権・自己決定権）違反 

憲法１３条は、すべての国民が個人として尊重されることを保障している。婚姻

は人生を共にする配偶者を選択するものであり、個人が自律的に生存するために

最も重要で本質的な権利の一つである。したがって「婚姻の自由」は憲法１３条の

自己決定権として保障されるところ、民法７５０条が「夫婦が同姓にならなければ婚

姻できない」とすることは、この婚姻の自由を直接的かつ不当に制約するものであ

る。改姓を望まない者に対し、憲法で保障された婚姻の自由を犠牲にするか、自

身のアイデンティティである姓を犠牲にするかの究極の選択を迫る現行制度は、

違憲であると言わざるを得ない。 

また、最高裁判所は、氏名について「人が個人として尊重される基礎であり、そ

の個人の人格の象徴であつて、人格権の一内容を構成する」と判示している（１９

８８年（昭和６３年）２月１６日判決）。氏名が人格権の一内容である以上、その重要

性に鑑みれば、意に反して「氏名の変更を強制されない自由」もまた、人格権の重

要な一内容として憲法１３条により保障されるべきである。 

夫婦同姓を義務付ける民法７５０条は、婚姻に際して姓を変更したくない人の意

に反して改姓を強制し、氏名の変更を強制されない自由を不当に制限するもので

あり、憲法１３条に反する。意に反して改姓を強いられた者は、慣れ親しんだ生来

の姓を失い、それを名乗って生活できないことによる自己喪失感や精神的苦痛を

受け続けることになり、人格権の侵害が継続する。 

 

２  憲法１４条（法の下の平等）違反 
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憲法１４条は、法の下の平等を定め、事柄の性質に応じた合理的根拠に基づく

ものでない限り、法的な差別的取扱いを禁止している。婚姻に際して同姓の夫婦

となるか別姓の夫婦となるかについては、夫婦の在り方を含む個人の生き方に関

わる問題であり、憲法１４条１項後段の「信条」に当たる。 

現行法の下では、婚姻後も各自がそれまでの姓を維持することを希望する者は、

その生き方や信条に反し夫婦同姓を選択しない限り法律上の婚姻ができず、法

律婚によって発生する法的効果も享受できない。同姓を選択する夫婦と別姓を選

択する夫婦とで、婚姻による法的効果の有無に関して差別的取り扱いをすること

は、合理的根拠に基づくものとは言えず、民法７５０条は憲法１４条に違反する。 

 

３  憲法２４条（婚姻の自由、個人の尊厳と両性の本質的平等）違反 

憲法２４条１項は「婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権 

利を有することを基本として、相互の協力により、維持されなければならない」と定

め、同条２項は「法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定され

なければならない」としている。これらは、婚姻における人格的自律権の尊重と両

性の本質的平等を要請するものである。 

民法７５０条は、「夫婦は、夫又は妻の氏を称する」と定め、形式上は男女のい

ずれの姓を選択してもよいとしているため、男女平等に反しないとする考え方もあ

る。しかしながら、現実には毎年新たに婚姻する夫婦の約９4％（２０２4 年厚生労

働省人口動態統計等）において女性が改姓している。この実態は、決して夫婦の

自由で対等な話し合いによる合意に基づく結果ではなく、女性は男性の家に嫁ぎ

その家の姓を称するものだという日本における家父長的な家族観や婚姻観、夫は

外で働き妻は家を守るという固定的な性別役割分担意識等がいまだに無言の圧

力として働き、意識的にせよ、無意識的であるにせよ、事実上、多くの女性に改姓

を強制している結果といわなければならない。また姓を変更することによって生じる

アイデンティティの喪失や職業生活上の不利益は圧倒的に女性側に偏っており、

結果的に性別による不平等が生じている。 

民法７５０条は、婚姻に「両性の合意」以外の要件を不当に加重し、多くの女性

から実質的に姓の選択の機会を奪うものであり、個人の尊厳と両性の本質的平等

を定めた憲法２４条１項及び２項に明確に違反する。 

 

第３  民法第７５０条は女性差別撤廃条約及び自由権規約に反すること 

１  女性差別撤廃条約 

日本が１９８５年に批准した「女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する

条約（女性差別撤廃条約）」は、その第１６条第１項において、婚姻及び家族関係

における差別の撤廃を締約国に義務付け、確保すべき権利として「婚姻をする同

一の権利」（同項(a)）、「自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全な合意のみに

より婚姻をする同一の権利」（同項(b)）のほか、「夫及び妻の同一の個人的権利

（姓及び職業を選択する権利を含む。）」（同項(g)）を明記している。 

国連女性差別撤廃委員会は、１９９４年の一般勧告２１において、「各パートナ
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ー は、共同体における個性及びアイデンティティを保持し、社会の他の構成員と

自己を区別するために、自己の姓を選択する権利を有するべきである。法もしくは

慣習により、婚姻もしくはその解消に際して自己の姓の変更を強制される場合に

は、女性はこれらの権利を否定されている」と述べている。 

さらに同委員会は、日本政府に対し、２００３年７月、２００９年８月、２０１６年３月

の三度にわたり、夫婦同姓を義務付ける現行制度について是正勧告を発出し、法

整備を行うよう促してきた。それにもかかわらず日本政府が対応を怠ったため、２０

２４年１０月２９日には４度目となる是正勧告がなされるに至った。このように、民法７

５０条が女性差別撤廃条約に反することは国際的に明白であり、度重なる勧告を

放置することは許されない。 

 

２  自由権規約  

「市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）」（１９７９年批准）は、

第３条において規約上の権利の享有に関する男女の同等の権利を規定し、第２３

条第４項において婚姻中及び婚姻の解消の際における配偶者の権利の平等を規

定している。 

また国際人権（自由権）規約委員会は、１９９０年に第２３条に関する一般的意

見１９において、 「７  婚姻に係る平等に関し、（中略）配偶者が自己の婚姻前の

姓の使用を保持する権利又は平等の基礎において新しい姓の選択に参加する権

利は、保障されるべきである」とし、２０００年の第２３条に関する一般的意見２８でも、

「第２３条４項の義務を果たすために、締結国は（中略）夫妻の婚姻前の氏の使用

を保持し、又新しい氏を選択する場合に対等の立場で決定する配偶者各自の権

利に関して性別の違いに基づく差別が起きないことを確実にしなければならない」

と指摘している。 

さらに、同委員会は２０２２年１１月の総括所見において、民法７５０条が「実際に 

はしばしば女性に夫の姓を採用することを強いている」と懸念を表明し、法の下で

の平等に対する女性の権利侵害を是正するための法改正を求めた。 

したがって、民法７５０条は自由権規約にも明白に違反している。 

 

第４  通称使用では選択的夫婦別姓制度の代替とならないこと 

国が民法７５０条を改正しない間に、改姓による社会生活上の不都合を緩和する

ため、旧姓を通称として使用する（通称使用）対応が行政や企業で徐々に広まって

きた。マイナンバーカードやパスポートへの旧姓併記なども可能となっている。 

しかしながら、民法７５０条による同姓の強制は、それ自体が憲法や国際条約に

違反する人権侵害であり、通称使用のような対症療法で済む問題ではない。通称

使用がいくら広がっても、法律上の改姓を強いられる事実は変わらず、アイデンティ

ティの喪失という精神的苦痛は解消されない。通称名の使用は「婚姻した女性にダ

ブルネームを認めるのと同じ」であり、本質的な問題の解決にはならない。 

実務上も、通称使用には大きな欠陥と限界がある。金融機関との取引、海外渡

航、各種公的手続きなどにおいて、マネーロンダリングやテロ資金供与対策の観点
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から厳格な本人確認が求められる現代では、通称での取引は厳しく制限されたり、

戸籍名との同一性の証明を求められたりする。この同一性の証明のために、本来開

示する必要のない戸籍謄本等の提出を余儀なくされ、望まないプライバシーの開

示を強いられること自体が苦痛である。また、職場等での二つの名前の使い分けは

煩雑で混乱を招き、キャリアの継続や国際的な活動における信用形成の妨げとな

っている。結局のところ、これらの負担と精神的苦痛は改姓をした側（大多数が女性）

のみが負うものであり、両性の本質的平等の実現からは程遠い。旧姓を通称使用し

なければならないという事実そのものが、夫婦同姓制度の不合理性を図らずも証明

しているのである。 

今般、政府は、通称使用の実務上の取り扱いの拡大にとどまらず、旧氏の単記も

可能とする旧姓の通称使用の法制化を進めようとしている。しかし、婚姻後の戸籍

上は同氏とし旧姓にも法的効力を認めることは、人権侵害状態を解消せず本質的

な問題の解決にはならない。しかも、あらゆる場面において旧姓単記が認められな

ければ様々な不便は解消しないところ、政府も、パスポートや運転免許証、マイナ

ンバーカードなど厳格な本人確認に用いる書類では戸籍上の姓との併記が必要に

なるとの考えを示している。多数の関連法令や政省令の改正、官民におけるシステ

ム改修など多大な社会的・経済的コストをかけても、問題の根本的解決にはつなが

らず、法的にダブルネームを認める混乱は計り知れない。 

 

第５  最高裁判所は国会における議論を促していること 

最高裁判所は、２０１５年１２月１６日の判決及び２０２１年６月２３日の決定におい

て、民法 ７５０条を合憲とする判断を示した。しかし、これらは選択的夫婦別姓制度

の導入を否定したものでは全くない。 

２０１５年最高裁判決では、多数意見が「婚姻に伴う改姓が女性に対して特に不

利益を生じさせていること」を認めつつ、制度の在り方は「国会で論ぜられ、判断さ

れるべき事柄」であるとした。さらに５名の裁判官が、同制度は個人の尊厳と両性の

本質的平等に反し憲法２４条違反であるとの意見を述べている。 

２０２１年最高裁決定においても、「法制度の合理性に関わる国民の意識の変化 

や社会の変化等の状況は、本来、立法機関である国会において不断に目を配り、

これに対応すべき事柄」であるとし、「この問題をめぐる国民の様々な意見や社会の

状況の変化等を十分に踏まえた真摯な議論がされることを期待する」と、国会での

議論を強く促している。また、同決定でも４名の裁判官が憲法２４条違反とする意見

を付している。 

法制審議会が１９９６年に選択的夫婦別氏制度を導入する答申をしてから既に３

０年近くが経過している。国会はこの間、国民の権利侵害状況を漫然と放置してお

り、これ以上の議論の先延ばしは立法不作為のそしりを免れない。 

 

第６  日本のほかに夫婦同姓を義務付けている国は見当たらないこと 

諸外国の状況を見ると、男女平等や個人の尊重の観点から、かつては夫婦同姓 

を義務付けていたドイツ、フィンランド、ノルウェー、スウェーデン等も法改正を行い、
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夫婦が別姓か同姓かを選択できる制度や別姓を原則とする制度へと転換している。

日本政府（内閣総理大臣・男女共同参画担当大臣）の国会答弁においても、「法律

で夫婦の姓を同姓とするように義務付けている国」は日本のほかには承知していな

いとされており、現在、世界で夫婦同姓を強制している国は日本だけである。 

 

第７  社会状況・世論の動向及び経済界の要望 

１  世論の動向 

２０２４年に報道された各種メディア（ＮＨＫ、日本経済新聞社など）の世論調査

でも６０〜６９％が同制度に賛成しており、国民の意識は既に選択的夫婦別姓を

容認する方向へと大きく変化している。国立社会保障・人口問題研究所による「全

国家庭動向調査」では、「夫、妻とも同姓である必要はなく、別姓であってもよい」

への賛成割合が年々増加しており、２００８年の４２．８％から２０１８年には５０．５％

と半数を超え、２０２２年には６１．０％に達している。特に２０２２年調査では、６０歳

未満の単身女性（未婚）で８５．３％、離別女性で７８．５％、有配偶女性で７１．４％、

単身男性（未婚）でも６１．０％が賛成している。 

 

２  地方議会からの意見書 

このような世論の変化を受け、住民の最も身近な行政機関である地方議会にお 

いても、国に対して選択的夫婦別姓制度の導入や議論の促進を求める意見書が

次々と採択されている。この動きは２０１５年の最高裁判決以後に加速しており、２

０２６年２月時点で５８６件の議会で採択が確認されている。 

 

３  経済界からの要望 

近時、経済界からも現行制度の見直しを求める声が強く上がっている。２０２４ 

年３月８日には公益社団法人経済同友会が「選択的夫婦別姓制度の早期実現に

向けた要望」を公表し、多様な家族形態を認める社会の実現に向けたロードマッ

プの策定を政府に求めた。また同年６月１８日には、一般社団法人日本経済団体

連合会（経団連）が、通称使用の限界（ダブルネームによる弊害）を指摘し、「選択

肢のある社会の実現を目指して～女性活躍に対する制度の壁を乗り越える～」と

題する提言を発表し、ビジネス上のリスク解消と女性活躍推進のために選択的夫

婦別姓制度の早期導入を政府に強く求めた。これらの動きは、同制度の導入が単

なる個人の人権問題にとどまらず、日本社会及び経済の活力維持のために不可

欠な課題となっていることを示している。 

 

 ４  日本労働組合総連合会の取り組み 

   日本労働組合総連合会も選択的夫婦別姓の導入に向けた署名活動を行い衆

参両議院議長へ総勢６０万筆を超える署名を届けている。２０２５年には夫婦別姓

に関する調査を行いその結果を公表するとともに、夫婦や子の氏に対する考え方

が多様化していること、 「選択的夫婦別氏制度」は、希望する人が婚姻前の氏を

婚姻後も氏とすることを「選択」できる制度であり、夫婦別氏を強制する制度ではな
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く、夫婦同氏やそれを望む人たちを排除する制度でもないこと、国民の声を踏まえ、

直ちに導入すべき、とのコメントを発表して、選択的夫婦別姓制度の導入を求めて

いる。     

 

５ 結婚待機の現状等 

   一般社団法人あすにはが公表した２０２５年３月に実施したアンケート調査結果

によれば、選択的夫婦別姓が法制化されたら婚姻届を提出する「結婚待機人数」

は 58.7 万人 と推定される。 

  また、同アンケート回答者で法律婚をされている方のうち約 1 割(62/538 名)が過

去に事実婚をしており、事実婚の時に最も困っていたのは「子供を持つことへの躊

躇」で、これは若い世代ほど顕著だったことも報告されている。 

   これらのアンケート調査結果からは、選択的夫婦別姓制度が導入されていない

ことが、婚姻の妨げになっていること、法律婚の法的効果を享受できないなかで子

どもをもつことへの不安から望まない改姓を受け入れている人が多数存在すること

が伺える。 

   少子化への対応が喫緊の課題とされる社会情勢のなかで、選択的夫婦別姓制

度の導入によって現実的な解決につながるものであって、早期実現が強く求めら

れる。   

 

第８  家族の絆や別姓夫婦の子の姓について 

選択的夫婦別姓制度に反対する立場からは、夫婦や親子の姓が異なることによ 

り、家族の絆や一体感が失われる、子の姓の統一が図れないとの主張がなされるこ

とがある。 

しかしながら、「家族の絆」を何に見出だすかは個人の価値観に深く関わるもの

であり、同一の姓でなければ保てないというものではない。夫婦が別姓を希望して

いるにもかかわらず、家族の絆の維持という名目で夫婦の一方の尊厳を奪い改姓

を強いるのは本末転倒である。また、同制度はあくまで「選択的」であり、同姓を希

望する夫婦は引き続き同姓を選択できるため、同姓夫婦の絆を脅かすものでは全

くない。諸外国においても、夫婦別姓制度により家族の一体感が弱まったという報

告は見られない。 

さらに、別姓夫婦の子の姓については、現在でも国際結婚、事実婚、離婚後の

家庭など、親子間で姓が異なる家族は多数存在している。良好な親子関係は十分

なコミュニケーションによるものであって姓の同一性だけに左右されるものではない。 

両親の一方と子の姓が異なることになることを理由に制度導入を先送りにするこ

とは許されない。 

 

第９  結語 

以上のとおり、民法７５０条が婚姻に際して夫婦の一方に改姓を義務付けている 

ことにより、結果として多くの女性が改姓を事実上強制され、アイデンティティの喪

失や社会生活上の様々な不利益を被っている。また、改姓を回避するために法律
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婚を断念せざるを得ない人々もいる。 

これらは、すでに指摘したとおり、重大な人権問題にほかならず、通称使用の拡

大で解決できるものではない。最高裁判所が国会に議論を促し、国連機関が再三

の是正勧告を行い、国民の世論や地方議会、そして経済界までもが選択的夫婦別

姓制度の早期導入を求めている現在、これ以上の先延ばしは許されない。 

誰もが改姓するかどうかを自ら決定して婚姻できる選択肢を用意することは、多

様性が尊重される社会、男女共同参画社会の実現につながり、私たちの社会に活

力をもたらすものである。 

国は、民法７５０条が憲法並びに女性差別撤廃条約及び自由権規約に反する状

態が継続していることを真摯に受け止め、民法７５０条を速やかに改正し、選択的夫

婦別姓制度を導入すべきである。当会は、その早期実現のため、全力を挙げて取

り組む決意である。 

以上 
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２０２６年６月吉日 

 

２０２７年度大阪弁護士会副会長推薦候補者 

届出受付のお知らせ 

 

春秋会 会員 各位 

選考委員会 委員長  高 江  俊 名 

 

 本年５月２１日に第２回選考委員会が開催され、選考委員会規則第８条に基

づいて、次年度（２０２７年度）副会長の推薦候補者の届出期間を６月１日～

６月８日までと決定しました。 

上記届出期間中において、中西基会員（５３期）から大阪弁護士会副会長の

推薦候補者として立候補の届出がありましたので、お知らせいたします。 

 

なお、下記のとおり、第３回選考委員会並びに中西基会員の意見を聞く会が

開催されます。多数の会員にご参加頂きたく、ご案内申し上げます。 

 

記 

 

第３回選考委員会 兼 副会長推薦候補者の意見を聞く会 

 

日時 ７月１６日（木）１３時００分から１４時３０分頃まで 

 

場所 大阪弁護士会館９２０号室＋Zoomミーティング 

 

                                以 上 
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２０２６年度　６月幹事会　

新入会員の報告

期 氏名 ふりがな 事務所名

1 78 米田　宗 こめだ　そう 弁護士法人ALG&Associates大阪法律事務所

2 78 島﨑　新大 しまざき　あらた 弁護士法人ALG&Associates大阪法律事務所

3 78 中野　晶　 なかの　あき 弁護士法人ALG&Associates大阪法律事務所

会費免除承認の報告

期 氏名 ふりがな 事務所名

1 48 藤井　美江 ふじい　よしえ 河合・藤井法律事務所

2 74 筒井　秋成 つつい　しゅうせい 弁護士法人大江橋法律事務所
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春秋会幹事会報告〔６月１９日〕 

 

副会長 中 森 俊 久 

 

第１ 会長声明・談話 

   ６月１５日 物価の上昇に応じた大幅な最低賃金の引上げを求める会長声明 

 

第２ お詫び 

  会員登録個人情報流出の件 

 

第３ ホットな話題（求意見） 

   刑事当番登録者数を増加させる方法について 

 

第４ そのほか課題 

 １ 当番・国選弁護制度の維持（５％負担金の廃止へ向けた動き） 

 ２ 特定公益活動について 

３ 会務活動の一部有償化への動き 

４ ５つの特別会計の廃止へ向けた動き 

５ 会財政の健全化 

６ 弁護士へのサポートについて 

 ７ 弁護士の雇用契約書・業務委託契約書の作成   

 ８ 女性弁護士と男性弁護士の収入格差の解消に向けた動き 

９ 専門性の習得・周知に向けた動き 

１０ 設備・清掃・営繕・警備・受付にかかる契約ないし長期修繕 

 

第５ この間の企画と今後の企画 

１ 「SNS・AI と人権」（５月２３日） 

２ 「「ん 罪救済のための再審法を目指して」（シリウスの反証企画）（６月１３日） 

３ 「 講演会『女の一生～経済格差を生むもの』（竹信三恵子教授）（６月１３日） 

 ４ ７月１１日（土）１３時３０分～ 日弁連人権擁護大会プレシンポジウム 

「優生政策の被害者はだれか～今も続く被害を見つめて～」（大阪弁護士会） 

 ５ ７月 27 日（月）１４時３０分～１６時３０分 

「赤根智子所長に聞いてみよう 国際刑事裁判所ってど なところ？」を開催 

します（中之島公会堂 大集会室） 

 

                                    以上 
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2026年（令和 8年）6月 9日 

 

 会 員 各 位 

                         大 阪 弁 護 士 会 

                          会 長  中 井 洋 恵 

 

会員登録個人情報流出に関するお詫び 

 

 平素は当会の諸活動にご協力賜り、厚くお礼申しあげます。 

 さて、各位からお届けいただいております弁護士登録に関する個人情報につきましては、当会の

総合情報システムに入力し、管理しています。令和 8 年 5 月 27 日、当会事務局職員が、会務に使

用するためのリストを作成する際に、同システムに入力されている登録番号、氏名、職務上氏名、

修習期、会派名、性別、生年月日、入会年月日、登録年月日、事務所名、事務所住所、自宅住所履

歴、本籍地（国籍）が記載されている全会員の登録個人情報を掲載したデータを使用し、そのデー

タを別シートに残したまま、作成したリストとともに子どもの権利委員会の副委員長にメールで送

信しました。当該副委員長が、全会員の登録個人情報が含まれていることを知らずに、本来正副委

員長と役員、事務局のみをメンバーとするメーリングリストに送信すべきところを誤って全委員を

メンバーとするメーリングリストに送信しました。その結果、当該委員会登録者（501 名）に、全

会員の登録個人情報が添付ファイルとして誤送信される事態となりました。 

 当会では、従来から個人情報の管理には十分な注意を払い、事務局職員に対しても慎重に取り扱

うよう指示をしていましたが、管理体制が不徹底であったため今回の事態になり、会員各位には、

大変ご迷惑をおかけいたしました。本書をもちまして、深くお詫び申しあげます。 

 誤送信いたしました会員の個人情報につきましては、直ちに送信先のメーリングリスト登録者全

員に連絡のうえ送信情報の削除を依頼いたしました。同年 6 月 9 日 11 時現在で 480 名が既に削除

をしている旨の報告を受けております。残る 21 名については、そもそも現在使っていないメール

アドレスがメーリングリストに登録されていた会員、送られてきたメール自体を確認できない会員

等が含まれておりますが、できるだけ未削除者を減らすべく、副会長らで個別連絡を続けておりま

す。 

 加えて、個人情報保護委員会にも、同年 6月 2日に報告しております。 

 今回の事態を受け、取り急ぎ、事務局職員に対し、会員データをメールに添付して他者に送信し

ないこと、会員の非公開データを万一手元に保管している場合は速やかに削除することを指示しま

した。 

 また、今後、このようなことが二度と起こらないように、システム管理の見直し、非公開情報の

扱いの厳格なルール化と徹底等の対策を行い、事務局職員に対し定期的に情報セキュリティにかか

る研修を行う等、再発防止に努めてまいります。 

 なお、この件についてのお問合せは、副会長（06-6364-1234）までお願いいたします。 

以上 
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２０２６（令和８）年度 春秋会政策委員会 第２回 

日時： 2026.6.9 12:15～13:00  

場所： zoom＋北大阪総合法律事務所 

出席： 豊川、飯島、岩本、黒田、上田、林、松村、南、谷口 

 

＜報告事項＞ 

 ・第 1回政策シンポの申込状況 

 

＜審議事項＞ 

１．今年度の政策委員会の日程 

  ・毎月１回開催、WEB＋リアル（北大阪 L/O） 12:15-13:15 

    ５／１９（火） 

    ６／９（火） 

    ７／９（木） 

    ８／４（火） 

    ９／４（金） 

   １０／５（月） 

   １１／２（月） 

   １２／２（水） 

     

２．第１回企画 

   会場予約済み（松村） 

   チラシ完成（中西） 

       春秋会MLでの告知済  （中西） 

       他会派への告知済    （中西→高江幹事長） 

  ・事前企画 6/1 写真（松村） 

  ・当日 6/29進行    

司会 （中西） 

①「会館の成り立ち」報告者 （林） 

②「会館を知る」報告者   （松村） 

③「現状」   報告者   （大江千佳）（和田義之） 

④パネル    コーディネーター（中西） 

        登壇者 （大江）（辻岡信也）（黒田愛） 

WEB＜機材、設定＞  （谷口） ※米田さんに聞いておく。 

記録・写真      （当日参加者で分担） 

  ・登壇者事前打ち合わせ 6/3（火）15:30、6/26（金）14:30 

  ・レジュメ資料の印刷  （中西） 締切 6/26 
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  ・謝礼  他会派の登壇者（大江、和田、辻岡）に各１万円ずつ。 

  ・報告  月報に報告記事を掲載 （ ★ ）  

  ・懇親会 会場予約（南）  

タベルナキンタ 20:00～ 20名 ＠5,500円 ＝110,000＋11,000 

        ※25名以上で貸切   ★2週間前にだいたいの人数を連絡 

        6/5時点  参加 12名＋大江・辻岡 

未定 6名 

        会費設定   8,000円 ～５５期     8名＋3名 ＝88,000 

              5,000円 ５６～６９期   2名＋3名 ＝25,000 

              3,000円 ７０期～     3名    ＝9,000 

              ご招待（大江・辻岡）    2名 

        政策委員・若手会員は 3,000円の補助金あり。 

 

３．２回目の企画について 

  （趣旨） 

   成年後見制度の施行（2000年 4月）から 26年が経過した。 

2026年 6月に大改正（施行は 2028年秋？）。 

超高齢社会において、身寄りのない高齢者が増加する中で、これまで成年後見制度

とそれに携わる弁護士が果たしてきた役割を振り返るとともに、現行法・現行制度に

おける課題を確認する。そのうえで、今後の新制度のもとでの高齢者・障がい者の権

利擁護や支援のあり方と、弁護士の役割について考える。 

  （内容） 

   ① 成年後見制度が果たしてきた役割 

      権利擁護、特に身寄りのない高齢者にとっては重要な役割を果たしてきた。 

      議論の前提として、超高齢社会の状況、身寄りのない高齢者の実情 

   ② 弁護士が果たしてきた役割 

      大阪では、ひまわりが全国的にも先進的な活動を積み重ねてきた。大阪家裁

と三士会の緊密な連携でいまの大阪の権利擁護モデルが構築されている。 

      法的な課題があるケース、虐待ケース、複雑または高額な財産の管理 

   ③ 課題 

成年後見制度の課題 

能力制限、本人意思の軽視 

不正 

判断の客観性・公正性（医師の診断書の適正性） 

ケアについて自己決定の支援 → 共同決定 

      弁護士にとっての課題 

        担い手不足 

16



弁護士業務なのか？ 

        不正 

適正な報酬の有り様  他の管理人制度との比較 

 

   ④ 新制度のもとで弁護士に求められる役割は何か 

      新しい制度の概要、社会全体として高齢者障がい者の支援の有り様 

      隣接する制度（任意後見、財産管理契約、家族信託など） 

      金融機関による遺言信託商品（＋資産運用への誘導） 

 

  （留意点）  

    新法・新制度についての単なる研修企画にはしない。 

    弁護士業務との関係で議論したい。後見制度だけでない隣接制度も含めて。 

 

  （時期）  １０月～１１月 （７～８月には日時確定、８～９月にはチラシ確定） 

  （場所）  弁護士会館 

 

４．３回目の企画 

   時期  ２～３月？ 

   内容  ？ 
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春秋会広報委員会 活動報告（６月） 

 

令和 8年 6月 10日 18時 30分〜 

リアル会場:梅ヶ枝中央法律事務所 

 

１ 今後の委員会日程（確認） 

⚫ 毎月１０日、休日の場合は翌営業日 

 ７月１０日（金）、８月１０日（月）、９月１０日（木）、 

 １０月１３日（火）、１１月１０日（火）、１２月１０日（木）、 

１月１２日（火）、 ２月１０日（水）、３月１０日（水） 

 

２ ニュースレター（確認） 

７月発行号  （才木さん） 

９月発行号  （永田さん） 

１１月発行号 （神澤さん） 

１月発行号  （71期河野さん） 

３月発行号  （新人） 

 

⚫ ７月発行号、準備 

ア 島めぐり、広瀬 

イ 新人歓迎会 親睦委員長 

ウ マナー研修 

エ 破産研修 

オ 執行部だより 

 

３ 会報１１５号（秋号）について 

⚫ 記事 

ア 巻頭言（広瀬依頼済） 

イ 副会長報告（広瀬依頼済） 

ウ ４０年（全員依頼済） 

エ １０年（全員依頼済） 

オ 新人紹介（浦先生ありがとうございます）5/18締め切りで依頼済 

カ 特集１ ６月２９日のシンポ、中西先生承諾済 

キ 特集２ 取材旅行記事 

ク 会員名簿 

ケ 編集後記 

18

kn232
テキスト
資料６




４ 検討事項 

(1) 予算要望書の提出（～6/25目途） 

  事業計画予算見積り（エクセル）参照  

(2)実働委員名簿  

  １８名で提出 

(3)会派紹介原稿のお願い（月間大阪弁護士会 7月号 締切り 6/23） 

  資料添付あり。 

(4)会報の紙版について  

紙版をもらうにはどうしたらよいか。 →レタケに入れる通知文に書い

てなかったか？ 

 

(5)ニュースレターの執行部だより  

  7月号は、西念先生が担当します。 

  9月上田先生、11月北本先生、1月横瀬先生、3月米田先生  

 

５ 今年取り組むこと 

⚫ 若手定着イベント（若手の悩み相談、電車貸切、ゆるゆるゴルフ？） 

以上 
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研修委員会議事録（第３回） 

２０２６年６月１５日（月）正午 Ｚｏｏｍ 

春秋会研修委員長 室谷光一郎 

１ 出席者  

  池本、秋谷、長尾、中原、永井、野村、米田、松本、松井、飯島、那須、繁松、黒田、清水、 

室谷 

 

２ 第１回研修会について 

日程：令和８年５月２０日（水）１８時～ 大阪弁護士会館会議室１２０５ 

講師：株式会社Ｔｒｕｔｈ 月形豊愛氏＋アシスタント講師１名 

参加者人数：２８名、懇親会は２１名 

 ・研修終了後に研修レポートのご作成（秋谷先生） 

   

３ 第２回研修会 

ＡＩ研修（若手会と共催） 中原先生からのご提案 

 ＧＶＡ Ｔｅｃｈ株式会社 

 ７月９日（木）１８時３０分（リアルのみ） 

 研修委員から１名（秋谷先生担当） 

 ５月２６日（火）１３時から先方とオンライン打合せ（中原先生、宮﨑先生、秋谷先生、室谷） 

 告知と同時にほぼ満席 

 研修委員からの懇親会参加者確定 

（黒田先生、中原先生、秋谷先生、池本先生、米田先生、清水先生、永井先生、長尾先生 

 室谷） 

 研修レポート（永井先生） 

 写真（米田先生） 

 

４ 春秋の日 

  木内先生で確定 

  内容について（再度、調整） 

  時期は１０月（１、７、８、９、１３、２０、２１、２７、２９日は避けること） 

  →１０月５、６、１４、１９、２７、３０日が候補？＠中之島ラブセントラル 

  担当：清水先生、松本先生、山本先生、池本先生、松井先生、室谷 
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５ 第３回以降研修会候補 

あと１～２回を行う予定（１２月、３月） 

 

料理教室（今井先生） 

ヒヤリハット（若手が登録してしばらくしてからが効果的） 

フェイク動画の見分け方（那須先生） 

ＳＮＳの活用法（那須先生） 

梅の宿酒造（清水先生） コストが少し悩ましい 

靴磨き（今井先生、清水先生） 

税務の基本知識（今井先生） 

室谷がテレビ番組監修の経験を話す（峯本先生と対談） 

民法山本先生講演会（池本先生） 

峯本先生関係の教育現、場情報漏洩、未成年のＳＮＳ利用（今井先生） 

座学的な企画（春秋会の先生を招く） 

 

６ 暑気払日程 

  ７月２８日（火） 

   池本先生仕切り（お店） 

 

６ 今後の予定 

  ７月９日（木）１８時３０分から第２回研修 

 

  ７月１３日（月）、８月休会、９月１４日（月）、１０月５日（月）、１１月１６日（月） 

１２月７日（月）、１月１２日（火）、２月１５日（月）３月１５日（月）  

いずれも正午～ウェブ 

以上 
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2026年度第３回親睦委員会 

 

開催日時：令和 8年 6月 19日（金）18時 00分～ 

会場：梅ヶ枝中央法律事務所３階大会議室・Zoom接続によるハイブリッド開催 

参加者：（順不同、敬称略） 

 

第１ サマーフェス 

１ 日時 

・日付：８月２８日（金） 

・開始時間：１９時００分～（受付開始時間：１８時３０分） 

※ 親睦委員の協力者は１８時００分集合 

２ 要決定事項 

・会場： 

・参加者（名簿）把握調整関係： 

・司会： 

・受付： 

・領収書・釣銭準備： 

・新人勧誘・座席割付： 

・チラシ：作成済 

・タイムテーブル管理： 

・写真撮影： 

・報告記事： 

・メーリスでの周知： 

・会費：６５期以上   ●円 

６６期～７２期 ●円 

７３期～７７期 ●円 

※その他新人、事務局・修習生の値段についても要決定 

・その他要決定事項について確認 

 

第２ 新人歓迎旅行 

石垣島を予定していたが飛行機の便数等の兼ね合いで現在①石垣島、②沖縄本島、③

奄美大島の３方面を前提に旅行会社に行程と見積提案を依頼中。なお、日程についても

❶１泊２日と❷２泊３日の両にらみで調整中。 

旅行に関する副担当を要決定。 

 

第３ 本年度のその他親睦企画仮決定＋開催時期調整 

１ 確定企画 
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企画 実施予定日 主担当 副担当 

新人歓迎会 5/22（金） 上杉 オール親睦 

サマーフェス 8/28（金） ● ● 

地引網 9月－10月 稲生 松田 

新人歓迎旅行 11/28（土）- 

11/29（日） 

● ● 

当選祝賀会＆新年会 1/29（金） 未定 未定 

ワインの夕べ 未定 浦 富井 

 

２ その他企画←おって確定 

※ 確定企画を前提とすると空きが出るのは①6or7 月、③2 月 or3 月の 2 枠（から 3

枠） 

⑴ ジャズ 

⑵ ゲーム企画 

⑶ サントリー工場 

⑷ 奥津先生のカレーをいただく会 

⑸ キャンプ・BBQ（10月 or2月、3月） 

⑹ 大阪ダックツアー企画 

⑺ その他（釣り堀 etc...） 

 

第４ 本年度の親睦委員会 

第 1回 4月 14日（火） 

第 2回 5月 12日（火） ⇔ 5月開催新人歓迎会 

第 3回 6月 19日（金） 

第 4回 7月 17日（金）次回 

第 5回 8月 7日（金） ⇔ 8月開催ビアパーティ 

第６回 9月 11日（金） 

第 7回 10月 16日（金） 

第 8回 11月 6日（金） ⇔ 11月開催新人歓迎旅行 

第 9回 12月 4日（金） 

第 10回 1月 15日（金） ⇔ 1月開催当選祝賀会＆新年会 

第 11回 2月 12日（金） 

第 12回 3月 19日（金） 

 

以上 
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令和８年度若手会世話役打ち合わせ（３） 

 

令和８年６月１２日 

 

参加者：富井和哉、北本純子、杉野龍太、西祐亮、宮崎信二郎、徳山慶太、久井

大輝、鈴木伸太郎、中村佳菜、松田七海 

 

１ これまでの年間スケジュール 

  ・追いコン兼新人歓迎会（４月３０日） 

  →４０名以上（新人２２名）の参加で大盛況。 

・ビジネスマナー研修（５月２０日） 

  →研修委員会との共催 

・浦先生破産研修（６月４日） 

  →新人弁護士１９名が参加  

・GVA TECH企画（７月９日） 

  →定員で締めきり。 

 

２ GVA TECH企画（担当宮崎） 

  日時：７月９日１８：３０～ 

  場所 弁護士会館１２０５ 

 

３ 親睦委員会と共催のサマーフェス 

  日時：８月２８日（金） 

開始時間：１９時００分～（受付開始時間：１８時３０分） 

  若手会世話役の協力者は１８時００分集合 

 

４ 若手会夏のイベント（担当鈴木） 

  日程：８月４日：１８時１５分スタート  

  場所：グリルピア リンクス梅田 

  Googleフォームを作成して、近日中に告知 

 

５ 夏以降の企画と担当者 
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・スポーツ系のイベント（担当松田） 

 →中止となった阪神戦のチケットの争奪戦に参加 

・競馬企画と忘年会（１２月５日）：（担当富井、副杉野） 

・会派対抗若手会ゴルフ（担当河野） 

  ・新年のイベント（担当徳山） 

  ・他会派との共同企画（担当富井、副中村） 

 

６ 若手会ＬＩＮＥの活用について 

  若手会ＬＩＮＥを積極的に活用したことにより、ＬＩＮＥ登録者数が増加

している。昨年度から導入したものを引き継いだ形であるが、今年度６月から

月額５５００円のプランを使用しなければ利用が困難な状況となっている

（登録数の連動する投稿数の制限があるため）。 

  昨年度から若手会ＬＩＮＥを活用することにより、若手会イベントへの参

加率は増加しており、メーリングリストに比べて確認することが多い。 

  有料になることについて引継ぎ時点で認識なかったものの、今年度が有料

プランを継続的に使用することになる移行期にあたることから、有料プラン

の費用対効果を今年度若手会世話役にて精査して、来年度以降の継続につい

て引き継ぐ。 

 

７ 予算等その他 

  昨年度の予算に加えて、若手会ＬＩＮＥの活用について５５００円×１０

ケ月分を追加するか検討。 

 

８ 次回以降の世話役会議日程 

  ７月２日（金）１２時～ 

  ８月４日 リアル開催 

25


	2026年度第３回幹事会　議題
	選択的夫婦別姓制度導入のための総会決議案（大阪弁護士会）20260610
	20260609届出受付のお知らせ
	2026 6月新入会員
	260617　第３回春秋会幹事会報告
	会員登録個人情報流出に関するお詫び
	政策委員会の報告20260619
	20260616春秋会広報委員会活動報告６
	2026年度春秋会研修委員会第３回議事録
	20260619第3回親睦委員会（議題
	令和８年度若手会世話役打ち合わせ 6月

